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研究要旨 
本研究では、地域医療支援病院の救急医療などの現状を明らかにすることを目的として、研究班が
実施した地域医療支援病院の実態調査（アンケート調査）の結果を活用して詳細分析を行った。病院
向けアンケートを利用して「救急受け入れの基本情報、夜間救急、救急車を断った理由」等を、郡市
医師会票向けアンケートを利用して「地域医療支援病院の重要さ、地域医療支援病院が担うべき医療
機能」等を集計・分析した。その結果、地域人口規模、病床規模、救急受入率等との関連が示唆され
た項目が少なからず存在していた。本研究結果によって、より詳細な情報に基づいて救急機能などの
現状が明らかとなり、より良い制度の実現にむけた有益な情報を創出することができた。他の分析結
果等とともに検討を進め、エビデンスに基づいたより良い政策の実現につながることを期待する。 
 
 
A. 研究目的 
 
地域医療支援病院は、平成 9年の第三次医療

法改正において創設された制度であり、地域で

必要な医療を確保し、地域の医療機関の連携等

を図る観点からかかりつけ医を支援する能力を

備える医療機関として設定されている。承認要

件の基準として、紹介率、救急医療、地域医療

従事者に対する研修などの複数の項目が設けら

れている。 

地域医療支援病院は毎年度、業務報告書（地

域医療支援病院業務報告書）を都道府県宛に提

出して実績を報告しており、当該データの集計

から得られる知見も多いと考えられるが、残念

ながらデータベース化がなされていなかった。

そのため、昨年度の研究班の取り組みのなかで

データベースを作成し、基本的な集計結果が報

告されたところである。 

一方、当該業務報告では取得していない項目

については、昨年度 DPC 公表データを利用した

分析を報告しているものの、それ以上の深堀り

した分析は難しい状況であった。地域医療支援

病院の現状を把握し、より適切な評価等を検討

するためには、より多角的な検討が必要である

と考えられる。 

そのため、本研究では、研究班が実施した地

域医療支援病院の実態調査（アンケート調査）

を用いて、救急医療等の観点から地域医療支援

病院の詳細を明らかにすることを目的とする。

特に、病床規模別および当該施設が属する二次

医療圏の人口規模別に検討し、それぞれの特徴

をふまえた分析をつうじて、地域医療支援病院

の在り方の検討に有益な情報を創出することを

目指す。 

 

B. 研究方法 
 

B-1) データソース 

研究用のデータソースは、研究班が実施した

「平成 30年度厚生労働科学研究 地域医療支援

病院の実態に関する調査 地域医療支援病院の

実態調査」の「病院票、自治体票、郡市区医師

会票」を利用する。アンケート調査について

は、他の研究者の方がその詳細を報告するた

め、ここでは概要のみを紹介したい。アンケー

ト調査は平成 31 年 1 月に各地域医療支援病

院、都道府県、郡市区医師会に発送され、その

集計結果を取りまとめたものである。例えば病

院票においては、施設の開設者、許可病床数、

紹介率・逆紹介率、救急医療の実施状況、夜間

休日診療の人員体制、在宅医療に関する取り組

み、医師派遣の実施機能・専門医の養成状況、

地域との連携、共同利用等の設問から構成され

ている。 

更に、各地域医療支援病院が属する二次医療

圏情報およびこれらの人口情報を付与して分析

を行った。 

 

B-2) データ分析 

地域医療支援病院に関するアンケート結果に

ついて、複数の項目を掛け合わせた分析を行

う。特に救急医療等の項目を中心として、地域
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人口規模、当該施設の病床規模を組み合わせて

検討することで、これらの特性を考慮した地域

医療支援病院の救急医療の現状を把握すること

が可能になる。 

具体的な分析項目は以下のとおりである。 

① 病床規模の救急受け入れ基本集計（救急
受入率、休日/夜間救急搬送割合、診察後

直入院となった救急搬送割合） 

② 地域人口規模の救急受け入れ基本集計
（救急受入率、休日/夜間救急搬送割合、

診察後直入院となった救急搬送割合） 

③ 救急車を断った理由に関する集計（病床
規模、地域人口規模、救急受入率区分

別） 

④ 夜間救急等に関する集計（診療科、指定
診療科の地域人口/病床規模、夜間救急診

療の人員体制） 

⑤ その他の集計（在宅医療、へき地医療、
地域との連携） 

⑥ 郡市医師会の集計（地域医療支援病院の
重要さ、地域医療支援病院が担うべき医

療機能、二次医療圏における医療機能の

過不足） 

データの集計・可視化には Tableau Desktop 

(version 2018.3.5)を利用した。 

 

 

B-3) データの特性と分析の留意点 

分析および結果解釈について、アンケート調

査には様々なバイアスがあることが知られてお

り、その特性に留意して解釈する必要がある。

その他にも、回答者として役職等を指定してい

る場合でも、他の役職の方が代理で答えること

などが考えられる。 

 

 

C. 研究結果  
 

C-1) 分析対象について 

病院票について、地域医療支援病院 592 病院

のうち、536 病院から回答を得て（回答率

90.5%）、主要な集計対象項目のエラーがある病

院は除外した結果 531 病院のデータを解析対象

とした（解析対象病院割合 89.7%）。 

都道府県票については、47 都道府県から回

答を得られた。郡市区医師会票については、

492 郡市区医師会から回答を得た（728 郡市区

医師会の 67.6%）。 

 

C-2) 分析結果 

 

① 病床規模の救急受け入れ基本集計（救急
受入率、休日/夜間救急搬送割合、診察後

直入院となった救急搬送割合） 

アンケート項目における救急要請件数

と救急車を断った件数を利用し、救急受

入率を「分子（救急要請件数 - 救急車を

断った件数）、分母（救急要請件数）」に

より定義し、病床規模別に分布を確認し

た（図 1-1）。地域医療支援病院全体では

受入率が 90%を超えており、病床規模別

にみてもいずれの病院群においても中央

値は 90%超であった。小規模病院も救急

受入要請に対して、積極的に応えている

ことがうかがわれた。 

休日/夜間救急搬送割合については、大

規模病院群において休日/夜間の救急搬送

率が高い傾向であった（中央値 66.4%）。

中小規模病院群ではばらつきはあるもの

の、中央値水準で大規模病院群と比べて

数％の差であり、極端に低いわけではな

い。（図 1-2）。 

診察後直入院について、小規模病院群

で高い傾向であったが（59.5%）、全体的

なばらつきが大きく、患者重症度等の影

響も受けていると考えられる。 

 

② 地域人口規模の救急受け入れ基本集計
（救急受入率、休日/夜間救急搬送割合、

診察後直入院となった救急搬送割合） 

地域人口規模別の救急受入率について

は、地域人口規模が小さい病院群におい

て高い傾向であった（中央値 97.1%、図

2-1）。休日/夜間救急搬送割合について

は、地域人口規模との単純な相関性はな

いことを示唆する分布であった（図 2-

2）。診察後直入院となった救急搬送割合

について、地域人口規模が最も小さい地

域の病院群で若干高い傾向であったが

（中央値 48.1%）、全体的なばらつきが大
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きい状況であった（図 2-3）。 

 

③ 救急車を断った理由に関する集計（病床
規模、地域人口規模、救急受入率区分

別） 

救急車を断った理由(複数回答)につい

て、最も多い理由は「忙しく体制面で困

難（70.8%）」であり、次いで「専門科の

医師が不在(64.8%)」が続いている（図

3-1）。病床規模別にこの理由をみてみる

と、中規模病院以上では「かかりつけ医

療機関あり」「輪番制で他院が担当日程」

の割合も増加する傾向が確認できた（図

3-2）。また、地域人口規模が中程度以上

の地域では「輪番制で他院担当日程」の

割合が比較的高く、人口規模と比例して

「その他」の割合が増加傾向であった

（図 3-3）。 

救急受入率区分別に理由を集計する

と、受入率が 90%未満の病院では、「忙し

く体制面で困難」「専門科医が不在」が大

半の理由を占める一方で、受入率が 95%

以上の病院では、他と比べて「その他」

の割合が大きい傾向であることが明らか

になった（図 3-4）。 

 

④ 夜間救急等に関する集計（診療科、指定
診療科の地域人口/病床規模、夜間救急診

療の人員体制） 

診療科別の夜間救急医療対応をみてみ

ると、診療科の集計単位の影響も考えら

れるものの、診療科別のばらつきがある

ことが確認できる。内科・外科はほぼ毎

日当直医の割合が高く、小児科・産婦人

科がそれに次いで高い。精神科を有さな

い施設も 1/3 程度あった（図 4-1）。 

内科を取り上げて、地域人口/病床規模

別に夜間救急対応をみてみると、人口規

模または病床規模が小さいと、「ほぼ毎日

オンコール」「輪番日のみ当直」等の割合

が増加傾向であることが確認できた（図

4-2）。 

夜間救急診療に従事する実人数を病床

規模別に集計することで、小規模病院 2

名、中規模病院は 6-7 名、大規模病院は

12 名程度の人員体制(初期研修医を含む)

であることが確認できた（図 4-3）。 

 

⑤ その他の集計（在宅医療、へき地医療、
地域との連携、） 

在宅療養支援病院または在宅療養後方

支援病院の届出の有無を病床規模別およ

び地域人口規模別に集計したところ、病

床規模が在宅医療関係の届出の有無と関

連しており、病床規模 250 床未満では約

1/3 が届け出ていることが確認された

（図 5-1）。へき地医療拠点病院の指定の

有無についても同様に集計したところ、

地域人口規模と密接な関係にあることが

推察される結果となった（図 5-2）。退院

時共同指導や合同カンファレンスの実施

状況についても同様に集計を実施し、カ

ンファレンス実施回数は算定回数よりも

多いことが明らかになったが、ばらつき

が大きいことも確認された（図 5-3,5-

4）。 

 

⑥ 郡市医師会の集計 
地域医療支援病院の「重要さ」につい

て、郡市医師会の地域人口規模区分別

（大都市、都市、周辺都市、その他）に

集計した（図 6-1）。人口規模が小さいほ

ど「非常に重要」の割合が高い傾向を示

していた。 

地域医療支援病院が担うべき医療機能

について、郡市医師会の地域人口規模区

分別に集計した。1位の内容を集計した

ところ、「紹介患者への診療」が最も高く

「救急医療」が続いている一方で、過疎

地域では「医師確保」が第 3位となって

いる点が特徴的な結果であった（表 6-

1）。2位の内容を集計した結果は表 6-2

の通りとなった。引き続き「紹介患者へ

の診療」、「救急医療」の割合が高く、「総

合診療」、「機器の共同利用」が上位に出

現している一方で「災害医療」、「脳卒

中」などもランクインしてきている。1-5

位の内容を重みづけなしで集計したとこ

ろ、救急医療、紹介患者への診療は共通

しているが、医師確保、がん、急性心筋
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梗塞、災害医療、周産期等で違いがみら

れる結果となった（表 6-3）。 

二次医療圏における医療機能の不足に

ついて、郡市医師会の地域人口規模区分

別に集計した（表 6-4a～表 6-4r）。供給

が過剰であり、そのうち地域医療支援病

院と他の医療機関が競合しているものも

（割合は大きくないが）確認された。例

えば、紹介患者への診療、医療機器の共

同利用、糖尿病に対する医療、歯科診療

等が該当する。競合率について、全体的

に大都市において高い傾向がみられた。

「不足」の割合が大きいものとしては、

医師確保の体制整備、救急医療、精神疾

患への医療、へき地医療、災害時医療、

小児医療、周産期医療、在宅医療等が挙

がっている。また、地域における医療の

不足の割合において地域差も確認され

た。例えば急性心筋梗塞（不足割合：大

都市 15.4%, 過疎 45.4%）、がんに対する

医療（不足割合：大都市 14.0%, 過疎

43.4%）、周産期医療（不足割合：大都市

46.2%, 過疎 61.5%）などであった。 

 

D. 考察  
本研究により、地域医療支援病院の救急医療

等の観点から地域医療支援病院の詳細を明らか

にすることができた。特に病床規模別および地

域人口規模別に分析を行うことで、病院特性・

地域特性を考慮したアンケート結果の解釈が可

能になり、より適切な現状把握に寄与できたと

考える。 

救急受け入れに関する基本集計の結果から、

地域医療支援病院は救急車の受け入れ要請に対

し、積極的に受け入れていることが把握でき

る。地域人口規模別にみると、人口が小さい地

域では救急受け入れ率・診察後直入院となった

救急搬送割合共に高い傾向であった。病床、入

院基準、患者の家族背景等の他の要因等も影響

しているかもしれないが、救急医療の資源・提

供体制に改善の余地がないか一度検討を考慮す

べきだと考えられる。 

救急車を断った理由に関する集計結果につい

て、特に救急受入率区分別の集計が特徴的であ

る。救急受け入れ率が 89%以下の施設では、忙

しく体制面で困難、専門科医師が不在の理由が

最も多いが、95%以上受け入れている施設では

これらの割合が低下し、代わりに「その他」の

割合が大きくなっている。受入率が低い施設に

おいては人的資源面の改善で受入率を改善でき

る可能性が示唆されているものと考える。ま

た、「その他」がそれなりの割合を占めている

ことから、詳細を検討する価値があるかもしれ

ない。 

夜間救急等に関する集計をみると、全ての夜

間救急医療対応を地域医療支援病院でカバーし

ていないことが示唆されている。この現状が良

くないということではなく、精神疾患に対する

医療や小児医療、産婦人科医療はそれぞれの専

門施設においてカバーしていることは十分な妥

当性がある。地域全体での夜間救急診療におけ

る役割分担ができているかどうか、需要・供給

の把握が適切になされているか、別のデータを

取集・詳細分析が必要かもしれない。 

郡市医師会票の地域人口規模別の集計結果か

ら、地域間の現状とその認識の差をうかがい知

ることができる。重要さに関する設問につい

て、地域人口規模が小さいほど「非常に重要」

の割合が増加しており、いわゆる地域から頼ら

れている施設として医師会が認識していること

がわかる。大都市において当該割合が低かった

ことは、大学病院等の他に重要視している施設

の存在の影響も考えられるであろう。 

地域医療支援病院が担うべき医療機能につい

ても、地域人口規模が関連していることが示唆

された結果となった。過疎地域では医師確保、

脳卒中、がん、急性心筋梗塞などの急性期医療

の提供についても、地域医療支援病院が担うべ

き機能として認識されている。都市部の地域医

療支援病院と地方の地域医療支援病院とでは異

なる役割が期待されていることが示唆されてい

る。なお、限界点として、「糖尿病に対する医

療」は入院・外来のどちら/両方に重みをおい

て提供有無・過不足を回答しているか不明であ

るため、一部の調査結果についてはバイアスが

かかっている可能性がある点には留意が必要で

ある。 

 

 

Ｅ．結論 
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本研究により、地域医療支援病院に関するア

ンケート調査結果を用いて救急医療・夜間診療

等に関する地域医療支援病院の現状を明らかに

することができた。従来は基本的な情報の他は

anecdotal な情報に基づく議論になるリスクを

含んでいたが、本研究結果によって、より詳細

な情報に基づいて救急機能などの現状が明らか

となり、より良い制度の実現にむけた有益な情

報を創出することができた。他の分担研究者の

分析結果と合わせて検討を進め、エビデンスに

基づいたより良い政策の実現につながることを

期待する。 
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